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山梨県

○○県又・○○市・○○区では・・・・。

第１回 アドバイザー・都道府県等担当者合同会議「事前課題」シート

精神障害にも対応した地域包括
ケアシステム構築に向けて

山梨県では・・・・平成２４年度に県自立支援協議会に地域移行部会を設置、平成２
５年度に「地域移行を誰もが当たり前に語れる社会の実現」を目指し、「官民協働に
よる地域づくりプロジェクト会議」を立ち上げた。以降、毎年会議や研修を重ねなが
ら、地域移行を推進する人材の育成に取り組んできた。一方で、協議の場については、
市町村ごとのばらつき、県、圏域、市町村の連動などが課題となっているため、今後
は、包括ケアシステム構築にむけて、実態に即した要綱の策定や保健所と県との連携
に力をいれていく予定。
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山梨県

１ 県又は政令市の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）山梨県

取組内容
【人材育成の取り組み】
・平成24年度に実施した指定一般事業所説明会をきっかけ
に、支援の三角点設置研究会の協力を得て、平成25年から
県障害者自立支援協議会と共催し、人材育成研修を実施し
ている。
【精神障害者の地域移行の取り組み】
・平成24年度に県自立支援協議会に地域移行部会を設置。
官民が協働し、「地域移行支援のためのハンドブック」を
作成、圏域毎に活動するための仕組を構築している。
・平成24年度から地域移行ピアサポーターを各圏域に配置
し、取り組みを進めている。
【協議の場の設置】
・圏域毎に地域移行・地域定着推進協議会を設置している。
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ
る協議の場の設置状況（H31年1月時点）
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

山梨県

/・県では、精神障害者が地域で自立した社会生活及び日常生活が送られるよう、病院や施

設など地域の関係者と共に、各地域について共に考え、誰もが住みやすい地域を目指して
体制づくりに取り組んでいる。

・県、圏域、市町村の協議の場のあり方について改めて整理し、それぞれが
連動し、地域の状況に合った形で機能するように体制の整備をしていく
・地域包括ケアシステム構築に向け、要綱の改正に取り組む

・各病院へピアサポーターを派遣し、地域生活について、ピアサポーター
の活用について周知

・ピアサポーターについて、関係者も含めた研修会を実施
・各圏域における協議会の内容について、県自立支援協議会と協議
・全県版研修会において、国の状況等を確認する機会を作り、地域包括

ケアシステムへの理解を促進し、基盤整備を図る
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山梨県

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

/・「精神保健医療福祉の改革ビジョン」に示された、“入院医療中心から地域生活中心”

という政策理念に基づく施策をより強力に推進し、精神障害者の一層の地域移行を地域に
おいて具体的な政策手段により実現していくため、「精神障害にも対応した地域包括ケア
システム」という新たな政策理念が明記された。

・これを受けて、

・障害福祉計画作成にあたり、各市町村への調査、実態に合わせた数値目標
の設定
・精神障害を支援する地域の支援者を対象として、地域包括ケアシステムに
ついての理解を促進するための研修会の開催
・事例を通して、地域の社会資源の把握、連携しやすい支援者の関係作りな
どの研修を開催
・地域支援者がピアサポーターについての理解を深め、地域でのピアサポー
ターの活躍が広がること、またピアサポーターの養成を目的とした研修会の
開催
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山梨県

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜平成30年度までの成果・効果＞

H30年度の課題 目標値
（H30年度当初）

実績値
（H30年度末）

具体的な取り組み、成果

①圏域、市町村ごとに取り組みの差が生じ
ている 各圏域の状況を整理することで、保健所によ

る市町村の支援の方向性が確認できた

②県、圏域、市町村の協議の場の連動や、協
議内容についてばらつきが生じている

昨年度は課題について具体的に取り組むこ
とが難しかった。

今年度は、改めて地域包括ケアシステム構
築とはどういうことか、について確認し現状の
整理、各圏域特徴などを確認し、今後取り組
むべき課題、協議会のあり方について検討
することが必要。

③
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山梨県

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
１．コンパクトさを活かし、官民共同の顔の見える連携体制が構築されている
２．モデル的な取り組みが波及しやすい
３．精神障害者の地域移行に特化したピアサポーターが養成されている

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

地域包括ケアシステム構築に
向けて、要綱を現状に即した
ものとする必要がある

県の自立支援協議会地域移行部会などと
連携し、包括的に事業が進められるよう今
年度中に要綱を改正する

行政 改正要綱（案）の作成

医療

福祉

その他関係機関・住民等

山梨県として、地域包括ケア
システム構築のために、目指
すべき姿が不透明

改めて協議の場などの現状を整理し、会議、
協議会等の役割、課題の整理、地域の実
情の把握。県、圏域、市町村がきちんと連
動できる県としての体制を構築する

行政
県の実情を把握し、包括ケアシステム構築のた
めにきちんと機能する体制を作る

医療
退院しやすい地域体制の構築への協力
地域における医療機関の役割について検討

福祉
退院しやすい地域体制の構築への協力
地域課題抽出

その他関係機関・住民等

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（今年度当初）

目標値
（令和元年度末）

見込んでいる成果・効果

①●●

②

③

今後、具体的に検討
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山梨県

６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

R1年５月

通年

R1年11月

R1年12月

山梨県障害福祉課

山梨県自立支援協議会
地域移行部会

保健所向け担当者会議の開催

包括ケアシステム構築について改めて確認し、各圏域の協議
内容、今後取り組むべき課題について確認。

地域移行推進に向けた研修会の内容検討、保健所と協議会
の内容等について協議、全県の状況把握等。

ピアサポーターの養成、ピアサポーターを支援する事業所向
け研修会を開催。

県内の支援者、退院後生活環境相談員を対象に研修会を開
催
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